
<AWC韓国委員会の記者会見文> 

米・日帝国主義の経済戦争に立ち向かい、韓・日労働者民衆の連帯を強化しよう! 

 

日本の極右安倍政権は、韓国大法院の強制徴用判決に対する報復として、韓国をホワイト国

から除外した。韓国への経済報復として輸出規制措置を取ることで韓国に対して経済戦争を宣言

した。これは日本帝国主義の韓国への経済侵略戦争を越えて、米国を中心とする帝国主義経済

戦争の一環だ。日本は、1965年日韓条約当時の 3億ドル無償供与で全てが解決されたと主張す

るが、このお金を呼び水にして日本資本は韓国を下請け化して労働者を絞り取り、より多くの利潤

をさらっていった。 

 

地球上に存在する資本主義世界体制は、それ自体の矛盾によって周期的景気変動を起こし、

恐慌的危機状況をむき出しにしている。資本主義が世界化して、第 1 次・第 2 次世界大戦という

帝国主義戦争を体験したが、1970 年代から半世紀の間、資本主義体制の危機は持続している。

2008年米国発の金融危機が安定するどころか、米中貿易戦争に続く韓日経済戦争へと広がって

いる。 

 

日本はアベノミクスを通じて経済成長を企て、雇用創出による失業率の減少を主張してきたが、

通貨増発によるバブル経済の弊害があらわれている。日本の労働者民衆の生活は、さらに悪化し

ている。一方、安倍政権は、歴代政権でも最悪の労働弾圧を行っている。韓国との経済戦争宣言

で、韓国に対する民族排外主義とヘイト主義を呼び起こしている。 

 

ロウソク抗争で誕生した文在寅政府は、労働の尊重と所得主導の成長を掲げたが、内的・外的

要因によって成長率が鈍化するや、資本に対する規制緩和と労働条件改悪を試みている。最低

賃金削減法の成立と 1万ウォン公約破棄、公共部門での非正規職ゼロ公約の破棄、ILO条約批

准の約束破棄、弾力労働制の拡大を試みている。日本の経済報復を理由として労働時間延長な

ど、IMF通貨危機の当時のように労働者に苦痛を転嫁させようとしている。 

 

2015 年に戦争法を成立させた日本の極右安倍政権は、平和憲法 9 条改悪を通じて軍国主義

化の道に進もうとしている。先日の参院選で 3分の 2の議席数に達せず改憲の試みはひとまず失

敗に終わったが、日本を「戦争できる国」にするという日本極右主義者(特に「日本会議」グルー

プ)の野望は決して消えないだろう。このような雰囲気を作るために韓国との緊張を作り出し、すで

に衆議院で 3 分の 2 を確保している政権与党は、野党を説得して参議院でも 3分 2 以上を占め

て憲法 9条改悪を試みようとするだろう。 

 

日本は米国との日米同盟で結束している。韓国は米国との韓米同盟を強調しているが、米国

の立場では米日同盟の下位の概念である韓米パートナーシップ程度だと考えている。日米同盟

は軍事外交同盟だけでなく経済同盟を含んでいる。したがって今回の日本の韓国に対する経済

報復が米国の暗黙の同意の下に進められたという疑いを消すことはできない。 

 

米国は中国との貿易戦争を通して、中国が米国に先んじることができないようにするという意図



を露骨に表わした。米国は韓米日同盟関係において、その序列を明確に決めている。東北アジ

アで朝・中・ロを牽制し包囲する韓米日同盟を強化するが、米国の下位に日本があり、日本の下

位に韓国がある関係だ。米日帝国主義の東北アジア戦略だと見ることができる。米国は東アジア

で中国を牽制するために日本の軍事力増強を必要としている。一方、南北交流の進展により韓国

が韓米日同盟から離脱することを嫌がっている。 

 

米国は日本の韓国への経済報復に対して、仲裁ではなく中立的位置で見守っている。韓米日

同盟からだけは抜け出さない線で管理している。それと共に韓国に対する防衛費分担金の画期

的増額を要求している。駐韓米軍駐留費を越えて、米国の戦略資産の移動や全世界帝国主義

戦争の費用まで負担させようとしている。朝鮮半島非核化のための朝米交渉を進めながらも、米

国とロシア間の中距離核戦力条約(INF)を破棄し、韓国と日本にミサイルを追加配備することを明

らかにしている。イランとの核協約破棄の後、ホルムズ海峡に韓国軍派兵を要請するなど中東戦

争に韓国を引き込むことによって韓国を韓米同盟から抜け出せないよう強制している。 

 

韓日軍事情報保護協定と関連して日本は破棄しないと言い、米国が破棄を望まないということ

もまた、北東アジアの新冷戦秩序の下で、韓米日同盟下で、経済的序列化構造を固定化させる

という意図を明確にしている。文在寅政府もまた、朴槿恵政権末期に締結した韓日軍事情報保護

協定を維持してきた。やはり同じ時期に配備されたサードをそのまま維持しているように、韓米日

同盟の構造は変わることがない。 

 

日本の韓国に対する経済報復は、米日帝国主義の経済戦争であり、本質的には資本主義階

級戦争だ。それがたとえ国家間・民族間の対立や戦争と表現されるとしても、帝国主義勢力や支

配勢力の権力やヘゲモニー闘争に動員されるのは労働者民衆だ。安倍政権は、韓国の正面対

応に対抗して日本の労働者民衆を総動員している。文在寅政府もまた、日本の経済報復に対抗

して、韓国の財閥経済体制を全面的に革新するのではなく、財閥を前面に出して労働者に犠牲

を強要するやり方で経済戦争を繰り広げている。 

 

両国の支配勢力は、今回の経済戦争の費用や物資に充てるために労働者民衆に苦痛に耐え

ることを要求するだろう。そして戦争の成果物は自分たちの体制や権力を維持強化するのに使う

だろう。日米同盟の利害関係の中で進められる日本の安倍政権の韓国への経済報復は、米日帝

国主義と恐慌的危機状況に陥った新自由主義的金融資本主義の労働者民衆に対する収奪と搾

取につながる。よって韓国と日本の労働者民衆は、米日帝国主義経済戦争に反対し、連帯を強

化していかなければならない。 
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<AWC日本連の記者会見文> 

日本政府は韓国の徴用工裁判最高裁判決を尊重し、植民地支配の加害の歴史を

認めて被害者に謝罪と賠償を行い、韓国への経済戦争を直ちに中止せよ 

 

8 月 2 日に日本政府が閣議決定した韓国のホワイト国排除は、日本企業の責任を認め賠償を

命じた昨年 10 月の徴用工裁判韓国最高裁判決に対する報復、即ち、被害当事者の訴えを全面

否定する攻撃であり、かつ、己に従わない文在寅政権の打倒を狙う、トランプの米中摩擦を真似

した戦争宣言だ。絶対に許せない。徹底的に弾劾する。  

 

第一に、今回の事態の基軸は、戦争・植民地被害者をはじめとした韓国労働者民衆と日本帝

国主義国家権力との闘争だ。日帝足下に生きる労働者階級である我々はこのことをしっかりと見

据え、問題を立てるべきだ。日本政府は、朝鮮植民地支配は合法で正しかった、それに関するす

べての問題は 1965 年の日韓条約で解決した、「慰安婦問題」は 2015 年の日韓合意で全て終わ

ったと主張しながら、韓国政府による 2015年合意の実質的見直しと上記の最高裁判決を「国と国

との約束を破った」「国際法に違反している」と批判し、これに対する報復として今年 7月 1日の三

品目の輸出規制と 8月 2日の決定を強行した。 

しかし、武力恫喝による調印の強制によって始まった 36年間の朝鮮植民地支配は農民の土地

と食糧を奪い、労働者を低賃金で収奪し、日本の地主と資本のために近代化を行い、抗日闘争と

労働運動を徹底的に弾圧して多くの人々を殺し、言葉と名前と文化を奪う差別同化政策で人間

の自己同一性と尊厳を踏みにじり、アジア侵略略戦争に民衆と物資を全て動員し、戦時性奴隷

制まで官民一体で推進した、法律的にも人道的にも許されない不当な行為だった。また、日本の

政府と最高裁でさえ、個人の請求権については消滅していないことを認めている。加えて、日本

企業に対する中国人被害者の賠償請求訴訟に日本政府は介入しなかったし、日本人シベリア抑

留者に対しては個人請求を強く後押ししてきた。ところが韓国の徴用工裁判判決に関しては「国

際法」即ち日韓条約に「違反している」と虚偽の発言を繰り返しながら政府として介入しつつ、韓

国政府に対しては同判決に手を打てと司法に対する行政の介入を求めている。 

また、「国と国との約束」が未来永劫不変であるわけがない。政権が変われば国内政策のみな

らず外交政策も変わるのは常識だ。韓国政府に対しては批判するが、TPP 離脱やイラン核合意

破棄など「国と国との約束」を次々に破り続けている米帝トランプには阿諛追従に終始する日本政

府の二重基準こそ弾劾しなければならない。 

われわれは、日帝・安倍日本会議政権の、朝鮮植民地支配を合法で正しかったとする捻じ曲

げられ誤った歴史認識とそれに基づく不当な施策、ブルジョア民主主義の規準からしても不当な、

植民地宗主国の発想そのままである韓国政府への三権分立蹂躙要求を徹底的に批判して打ち

砕くのでなければならない。 

 

第二に、日帝は、劇的に転回した東アジア情勢の中で日米軍事同盟を土台とした米帝の副官

としての軍事的主導力を握ることと、それを法的に根拠づける憲法改悪とを目的として韓国を朝

鮮民主主義人民共和国及び中国と並ぶ敵国に位置づけた。今回の排除決定は軍事的性格を間

接的だが本質的に持つ措置だ。日本から輸出された物質が韓国において適切に管理されない

結果、共和国に流出しているという日本政府の主張は、日本からの流出がむしろ多いことが暴露



され墓穴を掘る結果になったが、南を北と一体化した敵として位置付け切ったことを証明している。

将来における休戦協定の平和協定への転換と統一に向かう南北交流の拡大を見据えたうえで、

これを口では支持するとうそぶきながらも心の底では最大の脅威ととらえたうえで「粉砕」する戦略

の一環としての軍事的性格を色濃く持っているのが 7・1 と 8・2の措置だ。 

 7月 1日の三品目の輸出規制決定は、6月下旬に開かれた大阪 G20で韓国を完全に無視した

安倍が、直後の 6月 30日の板門店での第三次朝米首脳会談とトランプの越北、南・北・米の歓談

という意趣返しにノックアウトされ逆上した復讐だった。そのため、発動理由の論理構築が生煮え

で、その内容が二転三転した。最初は徴用工裁判に対する対処、次に韓国から共和国への物資

流用という軍事的に不適切な対応、最後に輸出商品管理における不適切性だ。7・1 決定は、朝

鮮半島をめぐる外交において孤立し、ロシア外交および G20 でも成果を全く上げられなかった安

倍政権が戦略的展望を欠いたままに踏み込んだ「窮鼠猫を噛む」的なずさんなものだったのだ。 

 

第三に、今回の措置は、台頭する韓国資本主義に対する日帝資本家の警戒心に基づく先制

攻撃だ。つまり、日韓資本家間の争闘が今回の事態の基本的性格のうちの一つということだ。日

本資本主義は「格下」だった中国に追いつき追い越されて久しく、しかも差は拡大する一方だ。日

韓は一人当たりの GDP がほぼ同じ所まで来た。2030～2040 年代には日本が韓国の後塵を拝す

るという予測も出ている。これは、明治維新以降築き上げてきたアジアと世界における日本の位置

が消失し、日本会議など極右にとってあってはならない「中国及び韓国の下」という事態の切迫と、

右翼どもの自己存立性の崩壊を意味する。日本政府の全体重をかけた「韓国潰し」の意気込みと、

7月 12日の経産省の倉庫で行われた「事務的説明会」(つまり一方的な通告会)に代表される、韓

国に対する宗主国然とした慇懃無礼で高慢な態度は終始一貫している。 

しかし、今回の輸出規制でまず打撃をこうむっているのは規制品目を韓国企業に卸している日

本の IT産業だ。数社が巨額の投資を回収できないまま倒産の危機に直面している。そしてそこで

働く労働者が大量に失職しようとしている。世界でもまれな最新技術は取引先を失って無用の長

物となる運命だ。日本政府は数少ない将来の成長要因を自ら握りつぶしている。日本の企業に

損失は生じないとした経産相世耕の発言は真っ赤な嘘だ。もしもサムスンや SKなどからの半導体

輸出が止まれば、日本のソニーやパナソニックの関連製品製造が止まるだけでなく、スマートホン

市場が国際的に大混乱に陥る。それゆえ、米国のマスコミはおしなべて日本政府に経済制裁中

止を訴えているのだ。 

他方で韓国政府は「危機を機会に変えよう」と訴え、韓国の関連企業は必要物資の国産化とそ

の供給先を他国・地域に求める動きを加速させている。国益論者たちの基準から言っても「国益」

という名の資本家の利益が大きく損なわれる可能性が大きくなっている。ブルジョア左派である文

在寅政権は、それ自体としては正しい日本政府批判に基づき、「日本に負けない、勝つ」と戦闘

宣言を発し、国民の団結を訴えた。だがそれは一方で、労働政策の全面後退に見られるように、

労働者民衆の諸要求を無視又は抑圧することを「国難」を理由に正当化し、闘いを自制するよう

強要することにつながる危険性も一方で有している。来年 4月の総選挙およびその先の大統領選

挙も当然念頭にある。 

 

以上から、「7・1－8・2 事態」は、朝鮮植民地支配は合法で正しかったとする日本会議をはじめ

とする日本の極右及びそれを思想的支柱にすえた日帝資本家並びに国家権力にとって、1965



年日韓条約以前の状態への回帰、または、1945 年以降の東アジア秩序を米日軍事同盟の枠の

もとで、己の主導のもとに全面的に再編しようとする歴史を画する、しかも、後戻りのできない決定

的な踏み込みであり、東アジア軍事外交政策の一大転換点と言えるだろう。安倍による「外交軍

事路線の総決算」だ。 

 したがって、日本の労働者階級人民である我々は、第一に、被害当事者および安倍糾弾闘争

に起ち上がった労働者民衆と連帯し、安倍政権の徴用工裁判判決の否定と不当な非難、歪曲し

た歴史認識を徹底的に批判・弾劾し、打ち砕くのでなければならない。日本国内における民族排

外主義の嵐と対決しよう。 

第二に、韓国全面批判を展開して憲法改悪と戦争のできる国家への道を突き進む安倍政権の

野望を阻止しよう。韓日軍事情報保護協定は破棄されねばならない。 

第三に、日韓労働者民衆連帯をさらに強めていこう。韓国では日本商品不買運動と安倍政権

弾劾集会が火の如く広がっている。韓国労働者民衆一人ひとりの胸にろうそくの火が再び灯った

のだ。朴槿恵を打倒したロウソク革命がそうであったように、その火は炎となって目的達成まで燃

え続けるはずだ。韓国労働者民衆は、日本の政府の横暴と闘いつつ、同時に、国益論・国家主

義を批判しつつ財閥資本との闘いも推し進めている。安倍政権反対、財閥反対、反戦平和、反

原発を一体的に進める取り組みを支持し連帯し、われわれも安倍政権打倒、反戦反基地反核、

階級的労働運動、反差別闘争、国際連帯闘争をさらに前進させていく決意である。 

 

 


